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市から競艇従事員共済会への補助金支出が給与条例主義を潜脱し違法とされた事例
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事実の概要

　鳴門市（以下、「市」という）は、「鳴門市公営
企業の設置等に関する条例」により、競艇事業を
設置し、同事業に地方公営企業法の規定の全部を
適用している。市は、同条例により、競艇事業を
含む公営企業の各事業を通じて管理者 1人を置
き、その職名を企業局長としている。
　市は、競艇事業を遂行するため、鳴門競艇臨時
従事員（以下、「臨時従事員」という）を日々雇用
の形式で採用し、業務を行わせている。臨時従事
員の賃金等については、企業局長が定めた「鳴門
競艇臨時従事員就業規程」及び「鳴門競艇臨時従
事員賃金規程」（以下、「賃金規程」という）に規定
されていたが、退職手当は定められていなかった。
企業職員一般の給与等について定める「鳴門市企
業職員の給与の種類及び基準に関する条例」（以
下、「給与条例」という）も、常勤職員等の「職員」
についてのみ退職手当を支給する旨を定めるにと
どまる（2条 1項、15 条）。
　他方、臨時従事員の福利厚生等を図ることを目
的として、臨時従事員（会員）と市企業局の職員（特
別会員）とで組織された団体として、鳴門競艇従
事員共済会（以下、「共済会」という）があり、共
済会は、その事業として、会員が離職した場合に、
会員に離職せん別金を支給していた。
　市は、離職せん別金に要する経費を補助の対象
として、「鳴門市企業局補助金等交付規程」等に
基づき、共済会の申請により、共済会に対し、鳴
門市競艇従事員共済会離職せん別金補助金を交付

することとしており、平成 23 年 11 月から同 24
年 6月にかけて、合計 1,351 万円余の補助金を交
付した（以下、「本件補助金」という）。本件補助金
の交付決定及び支出命令は、いずれも企業局長が
行った。共済会は、本件補助金の全額を用いて、
共済会が定めた「鳴門競艇従事員共済会規約」に
基づき、退職した臨時従事員らに合計 1,476 万円
余の離職せん別金を支給した。
　平成 24 年 11 月、市の住民である原告Ｘらは、
市が共済会に本件補助金を交付したことは給与条
例主義に反し違法であるとして、住民監査請求を
経た上で、地方自治法 242 条の 2 第 1 項 4 号に
基づき、市長Ｙ１及び企業局長Ｙ２を被告として、
損害賠償請求及び不当利得返還請求を求める住民
訴訟を提起した。
　平成 25 年 3 月 27 日、「鳴門市モーターボート
競走事業に従事する臨時従事員の給与の種類及び
基準に関する条例」（以下、「本件条例」という）が
公布、施行された。本件条例は、臨時従事員に対
する各種手当を定め（3条 1項、同 3項）、在籍期
間が 1年を超える臨時従事員等が退職した場合
に退職手当を支給することができる旨を定めたが
（12 条 1 項）、経過措置として、「この条例の施行
の際現に企業局長が定めた規程に基づき臨時従事
員に支給された給与については、この条例の規定
に基づき支給された給与とみなす」と規定してい
た（附則 2項）。加えて同日、「鳴門市モーターボー
ト競走事業に従事する臨時従事員の給与の種類及
び基準に関する条例の一部を改正する条例」（以
下、「改正条例」という）が公布され、同年 4月 1
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日に施行された。改正条例は、本件条例のうち退
職手当に係る部分を削除するものであるが、経過
措置として、「この条例の施行の前に退職した臨
時従事員の退職手当については、この条例による
改正後の鳴門市モーターボート競走事業に従事す
る臨時従事員の給与の種類及び基準に関する条例
の規定にかかわらず、なお従前の例による」と規
定していた（附則 2項）。
　第一審判決（徳島地判平 26・1・31 判例集未登載）
は、本件条例及び改正条例により、平成 25 年 3
月 31 日までに支払われた臨時従事員の退職手当
については、本件条例 12 条 1 項が遡及的に適用
され、条例に基づく支給となることから、上記補
助金の支出も適法であるとして、Ｘらの請求を棄
却し、控訴審判決（高松高判平 26・8・28 判例集未
登載）も、Ｘらの請求を一部却下した他、第一審
判決と同様の理由で請求を棄却したため、Ｘらが
上告した。

判決の要旨

　破棄差戻し。
　「離職せん別金は、……実際の支給額も相当高
額に及んでおり、課税実務上も退職手当等に該当
するものとして取り扱われていた」こと、「離職
せん別金の原資に占める本件補助金の割合は約
91.5％に及んでいた」こと等の「事実に照らせば、
本件補助金は、実質的には、市が共済会を経由し
て臨時従事員に対し退職手当を支給するために共
済会に対して交付したものというべきである。」
　「地方自治法 204 条の 2は、普通地方公共団体
は法律又はこれに基づく条例に基づかずにはいか
なる給与その他の給付も職員に支給することがで
きない旨を定め、地方公営企業法 38 条 4 項は、
企業職員の給与の種類及び基準を条例で定めるべ
きものとしているところ、本件補助金の交付当時、
臨時従事員に対して離職せん別金又は退職手当を
支給する旨を定めた条例の規定はなく、賃金規程
においても臨時従事員の賃金の種類に退職手当は
含まれていなかった。また、臨時従事員は、採用
通知書により指定された個々の就業日ごとに日々
雇用されてその身分を有する者にすぎず、給与条
例の定める退職手当の支給要件……を満たすもの
であったということもできない。

　そうすると、臨時従事員に対する離職せん別金
に充てるためにされた本件補助金の交付は、地方
自治法 204 条の 2及び地方公営企業法 38 条 4項
の定める給与条例主義を潜脱するものといわざる
を得ない。
　以上によれば、地方自治法 232 条の 2 の定め
る公益上の必要性があるとしてされた本件補助金
の交付は、裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫
用したものであって、同条に違反する違法なもの
というべきである。」
　「本件条例は、在籍期間が 1年を超える臨時従
事員が退職した場合に退職手当を支給する旨を定
め（3条、12 条）、『この条例の施行の際現に企
業局長が定めた規程に基づき臨時従事員に支給さ
れた給与については、この条例の規定に基づき支
給された給与とみなす。』との経過規定（附則 2
項）を定めている。しかし、共済会の規約に基づ
き臨時従事員に支給された離職せん別金は、企業
局長が定めた規程に基づいて臨時従事員に支給さ
れた給与に当たるものでないことは明らかである
から、上記経過規定が定められたとしても、その
文言に照らし、本件条例の制定により臨時従事員
に対する離職せん別金の支給につき遡って条例上
の根拠が与えられたということはできない。」
　「以上によれば、本件条例の制定により臨時従
事員に対する離職せん別金の支給につき遡って条
例の定めがあったことになるとして、本件補助金
の交付が適法なものとなるとした原審の判断に
は、本件条例の解釈適用を誤った違法があるとい
うべきである。」

判例の解説

　一　問題の所在
　本件は大要、市が直接、臨時従事員に退職手当
を支給するのではなく、一旦、市が共済会に退職
手当相当額の補助金を交付した上で、共済会がそ
れを原資として臨時従事員に「離職せん別金」を
支給したことについて、実質的には市が脱法的に
退職手当を支給したものであるとして、補助金
交付を違法とする住民訴訟が提起された事案であ
る。
　本件の臨時従事員をめぐっては、平成 22 年
の補助金支出を対象とする住民訴訟（徳島地判平
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25・1・28 判自 383 号 18 頁、高松高判平 25・8・29
判自 383 号 16 頁、最二小判平 28・7・15 裁時 1656
号 1 頁。以下、「別件訴訟」という）と、平成 23～
24 年にかけての補助金支出を対象とする住民訴
訟（上記徳島地判平 26・1・31、上記高松高判平 26・8・
28、最二小判平 28・7・15 裁時 1656 号 3 頁。以下、
「本件訴訟」という）とが提起され、最高裁判決は
どちらも同日に下されている。
　市が共済会への補助金という「迂回ルート」を
経ていたのは、臨時従事員に退職手当を支給する
には条例上の根拠が必要であるところ１）（地自法
204 条の 2、地公企法 38 条 4 項）、本件当時、それ
を認める条例の規定はなく、市が直接退職手当を
支給することは給与条例主義に反し違法となるか
らである。しかし、市が直接支給すれば違法とな
るものを、共済会を経由し、共済会からの「離職
せん別金」という名目にすれば適法となるのであ
ろうか、それは給与条例主義を潜脱することには
ならないか。これが本件の第 1の争点である（下
記二）。
　加えて、本件では、住民訴訟の提起後に、市議
会が本件条例等を制定し、臨時従事員に退職手当
を支給しうる旨を定め、それを遡及させることに
より、離職せん別金の支給を追認しようとした。
しかし、仮に離職せん別金をめぐって給与条例主
義に反する違法支出があったとして、それを本件
条例等によって事後的に追認（＝瑕疵を治癒）す
ることはできるのであろうか。これが本件の第 2
の争点である（下記三）。
　本来、共済会や職員互助会等の互助組織は、地
方公共団体が実施義務を負う福利厚生事業（地公
法 42 条）を担う中心的な組織である２）。しかし、
互助組織を隠れ蓑とした職員への「ヤミ給与・手
当」の支給が全国的に見られ、地方公務員の「厚
遇問題」の一つとして、かねて問題視されてき
た３）。本件もその一例といえる。なお、近年では
全国的に、本件のような住民訴訟の提起も背景と
して、互助組織への公金支出は減少傾向にある４）。

　二　補助金交付の違法性
　本件は、市が臨時従事員に直接、退職手当を支
給した事案ではないから、給与条例主義違反がス
トレートに問題となる事案ではない。本件訴訟の
対象はあくまで、市から共済会への補助金の交付

であり、直接的には、本件補助金交付の公益上の
必要性（地自法 232 条の 2）に係る判断に裁量権
の逸脱又は濫用があるか否かが問題となる。もっ
とも、一般に、補助金の交付が法令違反となる場
合には、公益上の必要性は認められないから５）、
本件補助金の交付が給与条例主義の趣旨を潜脱す
る場合には、補助金の交付は違法となる。
　この点、別件訴訟第一審・控訴審判決は、臨時
従事員は常勤に準じた就労実態を有し、退職手当
を受領するだけの実質が存在すること、条例では
なく補助金交付規程（地方公営企業法 10 条に基づ
く内部規定としての企業管理規程であり、法規とし
ての性質を有しない６））においてではあるが公金
負担額の算出基準が明確にされていたこと、金額
も社会的相当性の範囲内であること等から、離職
せん別金に充てる補助金の交付は、「給与法定主
義の趣旨に反するものとはいえない」とした。他
方で、両判決は、給与条例主義の点で「適法性に
疑義」（特に「法形式上の疑義」（別件訴訟控訴審判決））
が生じていることも認めており、結局のところ、
両判決は、補助金交付の公益上の必要性に係る判
断の中では、給与条例主義における適法性の疑義
は考慮要素の一つとして相対化され、退職手当を
支給しうる「実質」があれば、補助金交付の公益
上の必要性が一応肯定されるとの考えによるもの
と思われる（なお、本件訴訟第一審・控訴審判決は、
本件条例等により、遡って条例上の根拠が存在した
と判断したため、支出当時に給与条例主義違反であっ
たか否かの認定はしていない）。
　これに対して、本判決及び別件訴訟最高裁判決
は、離職せん別金が実質的には退職手当に当たる
こと、その原資に占める補助金の割合が 90％を
超えること等から、本件補助金は市が臨時従事員
に（共済会を経由して）退職手当を支給するため
のものと認定し、本件補助金の交付は給与条例主
義を潜脱するものとして違法と判断した。給与条
例主義が地方公務員の給与に対する民主的統制を
図ることをその趣旨とし（最二小判平 22・9・10
民集 64 巻 6 号 1515 頁参照）、条例という「形式」
をとることが、その内容に劣らず重要であること
に鑑みれば、本件の各最高裁判決は、給与条例主
義の趣旨に忠実に判断したものといえる。
　また、過去の裁判例の中には、退職手当も職員
の福利厚生（地公法 42 条）の一部を果たすとして、
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相当性を超えて高額な部分についてのみ給与条例
主義違反となるとするものがあったが（大阪高判
平 16・2・24 判自 263 号 9 頁、大阪地判平 9・10・
16 判自 263 号 28 頁等）、本件の各最高裁判決は、
適切にも、「迂回ルート」による退職手当支給の
脱法行為性（違法性）を、その金額の多寡にかか
わらず、端的に認めたものと考えられる（大阪
高判平 20・10・30 判例集未登載（LEX/DB 文献番号
25463640）、大阪高判平 21・3・25 判例集未登載（LEX/
DB 文献番号 25481041）、大阪高判平 21・6・30 判例
集未登載（LEX/DB 文献番号 25481040）、大阪地判平
19・11・22 判タ 1262 号 181 頁等も同様）。

　三　追認条例による瑕疵の治癒
　すでになされた違法支出を、事後的な条例の制
定とその遡及適用により追認し、瑕疵を治癒しう
るか。
　無論、そもそも条例をもってしても給与等を支
給できない場合（非常勤職員に期末手当を支給する
等）や、制定された追認条例自体に不備がある場
合（条例に手当等の額が定められていない等）には、
追認条例による瑕疵の治癒は認められない（上
記最二小判平 22・9・10、津地判平 23・2・24 判自
348 号 42 頁等）。
　問題となるのは、支給当時、条例上の根拠があ
れば給与等を支給できた場合で、かつ、事後の追
認条例に不備がない場合である。この点、学説に
は、法律による行政の原理や、給与等に関する透
明性・明朗性を高めるという給与条例主義の趣旨
から、よほどの緊急の事由がない限り、事後の追
認は認めるべきでないとする等、瑕疵の治癒に消
極的な見解が有力に主張されている７）。しかし、
判例は、追認条例は適用対象者にとっては利益に
なること、違法支出による住民の一般的利益の侵
害については議会が判断すべきこと等から、議会
の判断に裁量の逸脱又は濫用が認められない限り
（京都地判平 7・12・22 判自 153 号 56 頁）、追認条
例による瑕疵の治癒を認めている（最一小判平 5・
5・27 集民 169 号 87 頁、東京高判平 20・7・30 判例
集未登載（LEX/DB 文献番号 25440347）、京都地判昭
63・11・9判時 1309 号 79 頁等）。
　もっとも、本判決では、本件条例等により条例
上の根拠が与えられたのは「企業局長が定めた規
程に基づき臨時従事員に支給された給与」である

ところ、本件で問題となる「共済会の規約に基づ
き臨時従事員に支給された離職せん別金」はこれ
に当たらないという理由で、瑕疵の治癒は認めら
れなかった。これは、本件条例の作文上のミスに
よるものであって、本判決は、条例による追認可
否自体についての従来の立場を変更するものでは
ない。
　なお、本件訴訟第一審・控訴審判決は、本件条
例等により離職せん別金に条例上の根拠を与えよ
うとした「議会の合理的意思を認定」すること
で、こうした「ミス」をも不問とし、瑕疵の治癒
を認めた。このような、立法者意思を過度に忖度
し、文理に明らかに反する法解釈に対しては、法
治国家の観点から批判がなされていたところであ
り８）、最高裁もまた、下級審の行き過ぎた法解釈
を適切に諫めたということができる。

●――注
１）臨時従事員のような臨時的任用職員であっても、「その
勤務が通常の勤務形態の正規職員に準ずるものとして常
勤と評価できる程度のもの」であり、その職務の内容等
に鑑み、「支給の決定が合理的な裁量の範囲内であると
いえる」場合には、条例により各種の手当を支給するこ
とは可能である（上記最二小判平 22・9・10 参照）。本
件訴訟及び別件訴訟の各判決は、その判示からしていず
れも、本件の臨時従事員を、給与条例上の「職員」でも、
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